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科学技術政策研究所 総務研究官 圃谷 実
2 ｢地域における科学技術振興に関する調査研究 (第4回調査)｣
科学技術政策研究所 客員総括研究官 権田金治
科学技術政策研究所 第3調査研究グループ 上席研究官 中田哲也




3 ｢我が国製造業の空間移動と地域産業の構造変化に関する研究｣ ･･--･--･･･- 123
科学技術政策研究所 第3調査研究グループ 特別研究員 休井正人
4 ｢地域科学技術指標策定に関する調査｣ 147












































































































































平成 10年度 ｢地域科学技術政策研究会｣ プログラム
1 目 時 :平成11年3月16日 (火) 9:30-17:00
3月17日 (水) 9:30-12:00
2 場 所 :砂防会館別館3階 ｢穂高｣
3 テーマ:｢科学技術を活用して地域再生に如何に取組むか｣
4 日 程 :
01日目 (3月16日)
*****開場 ･受付開始 9:30‡*i**
(1)開会挨拶 科学技術政策研究所 総務研究官 国谷実
10:00-10:10(10分)




①科学技術庁 : 科学技術庁 長官官房審議官 木阪崇司
｢地域の科学技術施策について｣
11:10-ll:40(30分)









































(3)閉会挨拶 (5分) 科学技術政策研究所 総務研究官 国谷 実
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平成10年度地域科学技術政策研究会 出席者名簿
団体名 所属課 出席者 役職 備考
北海導 総合企画部経済企画室 吉川J-㌔一彦 主幹山本雄二郎 主査 報告者
総合企画部科学技術振興課 弦巻大起 研究交流係長
青森県 企画部企画調整課 石橋豊 総括主査
岩手県 企画振興部情報科学課 佐藤聡 主任
秋田県 企画調整部総合政策課 佐藤尚志 主任
大森章英 主事
山形県 企画調整部企画調整課 阿部茂夫 企画主査 報告者
福島県 (財)福島県工業技術振興財団 後藤茂敏 事務局次長
栃木県 商工労働観光部工業課 大根田明由 主任
群馬県 企画部企画課 遠藤英夫 主任
埼玉県 総合政策部政策調査室 金子憲彦 主査
小山武久 主事
千葉県 企画部企画課 山中宣恒 情報.科学推進班主幹布施正之 主査
工業課 風戸斡佑 主幹
神奈川県 企画部科学技術政策室 西田周史 主査
新潟県 商工労働部新産業振興課技術振興係 金井健一 主任
富山県 企画部計画課 黒崎勇一 主事
石川県 企画開発部企画課高等教育振興室 寺門成真 室長東京事務所 小谷 実 行政第二課係長
石川トライアルセンター 安井武司 参与
松田喜洋 業務課課長
福井県 商工労働部工業技術課科学技術振興室 吉川泰雄 参事
山梨県 企画県民局企画課 村松稔 主任
岐阜県 知事公室総合政策課 木曽正博 技術主査
静岡県 商工労働部技術開発課 河野康裕 主査
愛知県 商工部産業技術課 森田利洋 主査
三重県 科学技術振興センター 丸山勝巳 主幹
小林政夫 主幹
滋賀県 企画県民部企画課 竹元豊一一 主査





奈良県 奈良県工業技術センター 西岡久隆 研究企画担当 総括研究員
鳥取県 企画部企画課 堀部晴彦 企画員
島根県 商工部企業振興課 安井敏之 主任
岡山県 岡山県工業技術センター 重田和美
広島県 産業科学技術研究所 河野康則 総務担当課長 報告者政策企画課 津山直登 主任企画員
商工労働部産業技術課 天野昌裕 主任
山口県 商工労働部工業振興課 河本英一 課長補佐
徳島県 企画調整部政策調整課 森口浩徳 主事
香川県 プロジェクト推進総室 川田浩司 副主幹
企画部政策企画総室 池下琢治 主事
高知県 産業技術委員会事務局産業技術振興課 藤田晃 主任




長崎県 総合水産試験場企画開発推進室 池田義弘 室長
熊本県 企画調整課 岡崎光治 参事
鹿児島県 企画部新技術情報課 谷山重美 主幹兼新技術開発係長
新炉政志 主査
札幌市 東京事務所 川原正幸 シティ.セ一ルス担当係長
横浜市 企画局政策部調査課 南 学 調査課長企画課 金子延康 担当 課長




同体_名 所属課 出席者 役職 備考
富山国際大学 石坂誠一 学長 講演着
科学技術庁 木板崇司 長官官房審議官 講演着
通商産業省 羽山正孝 大臣官房審議官 講演着
科学技術庁 研究基盤課地域科学技術振興室 根本光宏 室長黒田平吉 研究基盤課専門職佐藤 勝 主査(地域担当)
中尾-城 主査(地域担当)
JAREC 松井正雄 専務理事企画課 石木田浩美 企画係長

















言茸音素者 略 歴 (敬 和 く田各)
富山国際大学 学長 石坂誠一
昭和21. 9 東京帝国大学大学院特別研究生前期終了














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































亀谷 (カ用イ)(大山)銀山 運上銀 6､300枚 1t/年 1､000軒 慶長元年(1596)
運上鉛21､000貰 79t/年 ～元和3年(1617)
長棟 (用り (大山)鉛鉱山 150-200t/年 1677-1700 1626年発見





















配置薬 (売薬) 流通業 (徳川後期から)として繁栄 した｡
嘉永年間(1848-53) 行商人 1､700名 売上12万両
文久年間(186卜63) 2､200 20万両















日本では新潟に次ぐ生産量 平成2年 55百万球 234ha
特長 ウィルス フリー (あぶら虫による媒介が少ない) (一､二年おきに
作る)
今後
円の裏作 (休耕地利用) (水野 豊造)
更なる先端技術の活用必要 (県の農事試験場 出町園芸分場の指導





福野町 (酒谷 実) 専門家による大規模化
任意組合 ｢ホリサカ農産｣(昭42年) -農事組合法人 ｢サカタこ農産｣(昭47年､
45年の農業法改正による)









W鶏卵生産改革 イセ株式会社 (伊勢 俊太郎)資本金 0､42億円 従業員 83名
大卵 365個/年 Lit界記録




決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
47 88､2 0､578 0､7






Q)富士化学工業 (西田 安正) 資本金 0､75億円 従業員 259名
ノイシリン
決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
5 3 43､5 2､3 5､3
6 3 45､9 1､2 2､7
輸出で大きな利益を待ても､一つの製品に頼っていては必ずその寿命が来る.盗二
の開発の努力が必要｡
②富士薬品工業 (竹田 雄一郎) 資本金 9億円 従業員 453名
パントニン酸カルシウム
決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
5 3 145､2 2､58 1､8
6 3 142､3 3､59 2､5
7 3 149､0 4､20 2､8
現在よく売れている例である｡ 優れた経営者による指導力が注目される｡
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決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
5 5 74､6 10､05 13､5
6 5 76､3 9､18 12､0
7 5 76､6 9､44 12､3
10年 4-9月期 所待23億円 富山県2位
応用が広い発明は効果が大きい｡
W金剛薬品 (米田 祐康) 資本金 5､000万円 従業員 100名
DNA関連技術の研究を傘下の日本ジーンズで行っている｡
決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
412 188､5 0､82 0､4
512 187､5 0､89 0､5






水力電気 - 金属精錬 - 金属加工 - 機械加工 - 自動化技術
(Dアルミ加工
アル ミ精練から撤退 し､アル ミ加工が富山県製造業の中心となっている｡
現在は最大製品のサッシュが低迷｡ 特色ある会社としてYKKをあげたい｡
YKK黒部事業所 (故吉田 忠雄) 資本金 56億円 従業員 9､611名
アル ミ建材 売上の70%､ファスナー25% (本社東京)
-36-
決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
5 3 2234､8 102､9 4､6
6 3 2131､1 81､7 3､8





国から 4台の機械を輸入 昭53年 には 1万台を生産
-､アル ミの表面処理技術








自動機械 (日半産業) トランスファー マシン
竹内プレス工業 (秩) (竹内 繁和) 資本金7､8億円 従業員848名
薬用器､チューブ､エアロゾル等すべて自社開発の自動化装置で生産
決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
5 4 208 7､04 3､4
6 4 204 9､40 4､6
7 4 217 9､11 4､2














コーセル (秩) (飴 久晴) 資本金 20億円 従業員 327名
昭和44年 7月 資本金 250万円で発足 直流安定電源で大成功
決算期年月 売上高億円 純利益億円 純利益率%
5 5 87､2 4､7 5､4
6 5 89､4 6､3 7､1
7 5 98､3 7､0 7､1
10年度 4-9月期 所得額 30億円 富山県 1位
技術力と経営手腕を兼ね備えた飴社長は､富山県の若い研究者の養成にも努力さ
れている｡
田中精密工業 (樵) (故田中 儀一郎) 資本金 1､5億円 従業員 472名
四輪部品 80% 小二越から独立､本田 宗一郎氏の援助があった｡
決算期年月5 3 売上高億円154 純利益億円1､7 純利益率%1､1
6 3 150 1､4 0､9
7 3 149 1､2 0､8
中小企業特に下請け企業のあるべき姿を追求をされた｡
6 田中儀一郎と中小企業振興
昭和32年 中小企業 工業団地 発想
昭和37年 工業団地第-早 (富山機械工業団地)
10件 倒産




昭和61年度スター ト 平成 2年まで43企業入居



























平成 9年 南日 康夫 (元筑波大副学長)をRSPコーディネーターとして迎
えたO 現在 富山県工業技循センター長､富山技術闘発財団顧問 兼務
Ql)RSP振興対象テーマ






















二､ 新光硝子工業 (上杉 貞雄) 曲げ硝子 合わせ硝子




富山県 出版物 平成 6年 3月
柳田 友道 委員長等の努力によるもの｡ 高校生を対象としているが､
一般的啓蒙書として価値が高い｡ 様々の研究のその後の発展を調
査 し発表されると重要な文献になるであろう｡
☆ 富山の知的生産 平成 5年10月
富山学 研究グループ編
発行所 北日本新聞
☆ 北陸の元気な企業 50社 平成 8年 4月30日
財団法人 北陸産業活性化センター



















































本講演に当たって 8 (釦 記載凶書を参考とし､またデータ等を引用させて貰っ









講 演 者 田各歴 (敬 称 田各)
科学技術庁 長官官房審議官 (科学技術振興局担当) 木阪 崇司
昭和46. 6 東京大学工学部 卒業
46. 7 科学技術庁入庁 (原子力局調査課)
53. 1 米国 ･アリゾナ大学留学 (53.1.21-53.ll.20)
62. 4 科学技術政策局調査課長
63. 7 外務省在アメリカ合衆国日本国大使館参事官




7. 7 動力炉 ･核燃料開発事業団企画部次長 副参事
8. 4 ′ 技術協力部長
9. 7 長官官房秘書課長
10. 6 長官官房審議官 (科学技術振興局担当)
通商産業省 大臣官房審議官 (環境立地局担当) 羽山 正孝
昭和48. 3 京都大学法学部 卒業
48. 4 通産省入省 (工業技術院総務課)
62. 5 日本貿易振興会パリセンタ-産業調査員



























































































































































































































































































































































































































①企業支援関係 ･教育関係 ･公設試関係経費の割合 ( 〝 )
(参民間研究機関立地数 ･国公立研究機関立地数 ( 〝 )












地方公共団体 :国に準じた施策 ･自主的施策の策定 ･実施
2.基本計画の策定 (第 9条)













1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995
年



















63 1 2 3 4 5 6
策定年度
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国公立研究機関立地数
都道府県における公設試の運営経費の性格
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研究会開催回数 270回 技術説明会 39回
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直享撃頭 重鉦 ) 研究開発型ベンチャー企業係省庁､自治のへ■ンチャー支援
===コ
サイエンス･チャンネル試験伝送システム囲
開局前(モニタ HID/10 H10ノ1ー H10′12 H11′1以降
S.Gを放送する島(すべての番組を放送する烏と一部の番組を放送する馬) 30 64 94 110 131
SiCを放送する局のうち一部番組 る局 22 55 55 ■76
ヒデオテ プー
平均視塩辛 :'0.14%
1日の平均視聴率の最高 :. 0.25% (11月1日)







































































































































































































































平 成 11 年 3 月
通 商 産 業 省
































































ド.-ノー ′-,-′-.-′-,-,-,-,-,-,-′-.-.… ノー ′-,i,-,-,-,-,-,-I-I
i①技術開発支援機離 日 ･産業化に直結する効率的な研究活動支援 i
主監 豊 器 整 ≡ :;‡≡…≡≡≡喜蓋…重-;至芸;芸芸術移転支援 …
重器 … ≡ ≡ ≡ ≡ 二.･華 替 臥 楓 投資事業組合等'童
蔓⑦リ エ ゾ ン 機 能 ∴ 雷`諾 慧芸･.謹 責芸マ苦をング支援 ,蔓
さ (技術 ･人材 ･市場 .情報提供等) 隻





































































科学技術政策研究所 第 3調査研究グループ 特別研究員 休井正人
(4) ｢地域科学技術指標策定に関する調査｣

































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑤ 財団法人､第3セクター､基金等 ⑥ 研究交流の推進
⑦ 研究 ･技術開発型企業等に対する支援 ⑧ 科学技術関連情報の整備､普及等
(勤 人材育成 ⑩ 科学技術分野における教育 ･普及PR












年 度 47都道府県 12政令指定都市 合 計
平成7(95) 科学技術関係経費 657,762 55,960 713,7231団体当たり平均 13995 4.63 2.097
(構 成 比) 92.2% 7.8% 100.0%
平成9(97) 科学技術関係経費 749.115 113,145 862.2591団体当たり平均 15ー939 9429 14,615
(構 成 比) 86.9% 13.1% 100.0%
図2 科学技術関係経費の総額の推移(国及び地域)
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~都道府県 政令指定都市 ∠ゝ.⊂コ 十
実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比
全体 機 関 数 543 32 575
関係経費(百万円) 376,005 100.0 19,.145 100.0 395,150 100.0
運営経費 311.475 82.8 19.145 100.0 330.620 83.7
再編整備軽費 61.561 16.4 0 0.0 61.56l 15.6
その他経費 2,970 0.8 0 0,0 2.970 0.8
常勤職員数(人) 23,204 100.0 1,333 100.0 24.537 100.0
研究職員数 14.921 64.3 871 65.3 15,792 64.4







































設立(予定)年月 団体名 他 聞 名 備 考(理科系の学部等)
平成9(1997)年4月 宮城県 宮城大学 香 学部､事業構想学部
三重県 県立看護大学 香一学部
宮崎県 県立看護大学 香 学部





平成10(1998)年4月 岩手県 県立大学 育ソ護学部､社会福祉学部､フトウエア情報学部
岩手県 県立大学盛岡短期大学部 生舌科学科､保育学科












1980 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
年以前












機関数 常勤職員数(人) 事業費 計 (千円)研究費研究者数 外部支出
実数 8ー6 9ー.2 7.5 726,059 6ー5,ー64 24,783
② 財政支出額
財政支出額 計(千円)
基金造成･資本金 捕助企 委託費 その他
実 数 206.126 25.137 77,544 56ー788 46ー405
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図3.1事業所数にみる変動係数の推移 (全規模) 図3.2従業者数にみる変動係数の推移 (全規模)
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図4.1(a)労働生産性 (対出荷額)の推移 (全規模) 図4.1(ち)労働生産性 (対付加価値生産額)の推移 (全規模)
図4.3出荷額生産性と製品出荷額の伸び (全規模)(1994年と1980年の比較)
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図6.6級維工業 (従業者数､全規模)




















































































匹≡≡ヨ増強辛 + 1994年CRIC +1980年CRIC
図7.1佐賀県(従業者数､全規模)
②特定産業特化または新産地形成型地域







伝≡:国増減事 + 1994年CRIC -■〉-1980年cRJC
∴ 萱1:'Af｢ー /(+i
く戸ー () (.:だ ■井 _/




旺 ヨ増強串 + 1994年cRJC -く- 1980年CRIC
図7.4東京都(事業所数､全規模)
⑤一律衰退･新産地形成地域

























































































































































































































































































































































① 学識経験者等からなる研究会を設置 (座長 :権田金治客員総括研究官)
② アンケート調査 別紙2















指 標 指標を構成する項目 (デ ター)











研究開発機関 .㌔ ,研究機関数 (国公立､民間､公益系)
研究開発活動 国立大学共同研究70ロジエクト数､公募型研究採択数









第 2 〝 :神奈川県､茨城県
第3 〝 :宮城県
第4 〝 :京都府､大阪府､愛知県




















ア 資本金 :1億円未満 (中小企業)
イ 業 種 :製造業及びソフトウェア業
り 地 域 :なるべく全国に分布するように抽出













重 視 す る 程 度(該当する番号1つに○)
[庵点者自身の車庸二宜藩面
1創業者の出身地､居住地等であることo 1 2 3 4 5
2創業者の出身大学等の所在地であること○ 1 2 3 4 5
3以前の勤務先の所在地の近隣であることo 1 2 3 4 5
4住環境､生活環境に優れていることo 1 2 3 4 5
5取引先､顧客(市場)との距離く近いことO 1 2 3 4 5
6機械.設備や資材の調達等の面で有利であることo 1 2 3 4 5
7試作や外注を依頼できる企業が近隣に多くあることo 1 2 3 4 5
+[企 業 の
8同業種の企業が多く立地し情報交換等が行いやすいこと○ 1 2 3 4 5
9同業種の企業が多く立地し提携や取引が進めやすいことo 1 2 3 4 5
10関連業種の企業が多く立地し仕事がやりやすいこと○ 1 2 3 4 5
11異業種の企業が多く立地し情報交換等が行いやすいこと○ 1 2 3 4 5
12新卒者等の若い人材を確保しやすいことo 1 2 3 4 5
13地元大学や高専の卒業生を確保しやすいことo 1 2 3 4 5
14地元への∪ター ン人材を確保しやすいことo 1 2 3 4 5
15他社の従業員等を中途採用しやすいことo 1 2 3 4 5
16賃金水準が適当である(高くない)ことo 1 2 3 4 5
ウblL IT
17大学や高専からの指導.支援を受けやすいことO 1 2 3 4 5
18公設試験研究機関からの指導.支援を受けやすいことo 1 2 3 4 5
19民間の試験研究機関からの指導,支援を受けやすいことO 1 2 3 4 5
20産学官による研究交流が行いやすいことo 1 2 3 4 5
パ社会的インフラ p■
21交通(人の移動)の利便性に優れていること○ 1 2 3 4 5
22輸送(物流)の利便性に優れていることo 1 2 3 4 5
･.[資本 制度的インフラ十
23金融機関の支援が得られやすいことo 1 2 3 4 5











項 目 (1)重 要 さ の 程 度 (2)ウエイトの大きさ
(該当する番号1つに○) (それぞれ該当する文字1つに○)
1従業員(新規.中途 採 用 ) 1 2 3 4 5 蘇 小 大 無 小 大 無 小 大
2販売先､顧客(市場 ) 1 2 3 4 5 無 小 大 無 小 大 無 小 大
3機械.設備の調達 元 1 2 3 4 5 無 小 大 蘇 小 大 無 小 大
4その他資材等の調 達 元 1 2 3 4 5 蘇 小 大 無 小 大 蘇 小 大
5特許供与元 1 2 3 4 5 蘇 小 大 蘇 小 大 無 小 大
6 協力.提携相手(同業種) 1 2 3 4 5 蘇 小 大 蘇 小 大 無 小 大
7 協 力.提携相手(異業種) 1 2 3 4 5 蘇 小 大 無 小 大 無 小 大
8 業界団体､組合等 1 2 3 4 5 無 小 大 無 小 大 無 小 大
9 大学､高等専門学校等 1 2 -3 4 5 無 小 大 無 小 大 蘇 小 大
10公設試験研究機関 1 2 3 4 5 釈 小 大 蘇 小 大 無 小 大
11コンサルタント 1 2 3 4 5 無 小 大 無 小 大 無 小 大







































































































































































































































































































第1表 総生産にみる産業構造 単位 =億円
区分産業区分 昭和 58 年 平 成 8 年全 国 北 海 道 全 国 北 海 道額 構成比鶴 碩 構成比% 書責 構成比% 額 構成比鶴 全国シェア %
1 次 産 業 87,685 2.9 7.611 6.3 79.070 1.5 7.378 3.5 9.3
･L≡ l; 63,727 2.1 4,739 3.9 60,978 1.2 5.390 2.6 8.8
林 業 7.510 0.3 879 0.7 5,508 0.I 449 0.2 8.2
水 産 業 15.167 0.5 1,993 1.6 12,052 0.2 1,539 0.7 12.8
2 次 産 業 1.069.214 35.8 29.629 24.4 1.728,935 32.7 50.810 24.3 2.9
鉱 業 ll,087 0.4 1.150 0.9 ll.043 0.2 586 0.3 5.3
製 造 業 829.651 27.8 14,295 ll.8 1,240,030 23.4 21,882 0ー.5 一.8
建 設 業 228,476 7.6 14,185 ll.7 477.862 9.0 28.342 13.6 5_9
3 次 産 業 1,830,097 61.3 84,015 69.3 3.485.775 65.8 150.777 72.2 4.3
電気 .ガス .水 道業 99.934 3.3 3,619 3.0 146.422 2.8 5.093 2.4 3.5
卸売 り卜荒 業 459,641 15.4 19,557 16.1 708.026 13.4 30,012 14.4 4.2
金融 .保険 業 152.996 5.1 4.441 3.7 237.313 4.5 7.007 3.4 3.0
不 動 産 業 240,416 8.0 ll,047 9.1 584,230 ll.0 21,976 10.5 3.8
運 輸 .通 信 業 193,154 6.5 9,607 7.9 377.320 7.1 18.082 8.7 4.8
サービス業 383,891 12.9 17,63l 14.5 920.842 17.4 38,684 18.5 4.2





(1)地域 内 産 業 構 造 単位 %
＼訂夜警三 総生産額割合 事 業所 数割 合 就業者数割 合1次 2次 3次 1次 2次 3次 1次 2次 3次
北 海 道 3.5 24.3 72.2 1.2 15.1 83.8 8.8 24.4 66.8
北 東 北 5.1 29.7 65.3 0.8 7ー,1 82.0 16.2 29.0 54.8
南 東 北 2.8 33.9 63.3 0.5 22.5 77.0 9.4 34.1 56.6
関東 内陸 2.2 43.2 54.6 0.4 26.1 73.6 9.5 36.5 54.0
関東 抜海 0.4 28.3 71.3 0.1 20.5 79.4 1.8 29.4 68.8
東 海 1.3 42.7 56.1 0.2 25.6 74.2 5.0 37.8 57.2
北 陸 1.5 35.7 62.7 0.3 26.4 73.3 5.7 37.1 57.3
近 畿 内陸 0.9 37.5 61.6 0.2 24.9 74.9 4.3 33.3 62.4
近 畿臨海 0.5 30.9 68.6 0.1 20.9 79.0 2.ー 32.3 65.6
山 陰 3.2 31.7 65.i 0,6 20.0 79.3 3ー.3 30.2 56.5
山 陽 一.3 37.2 61.6 0.3 19.6 80.1 6.9 32.9 60.2
四 国 3.6 31.3 65.1 0.5 19.2 80,3 日.7 29.2 59.0
北 九 川 2.1 27.7 70.1 0.3 16.4 83.3 7.2 26,9 65.9
南九 州 .沖縄 4.8 24.8 70.5 0,8 6ー.0 83.3 13.3 24.4 62.3
(注) 1 総生産視 :県民経済計算年紐等 一 平成8年
2 事業所数 :｢事業所･企業統計調査報告-平成8年｣ 総務庁
3 就業者数 ;就業地ベース
(2)全国シェア 単位 %
=∵ 人口 育積 総 生 産 工業の状 況 l都道府県.市町村.区歳出績一次 2次 3次 合計 事業所 数 従 業者数 製造 品出荷額
北 海 道 4.5 22.1 9.3 2.9 4.3 4.0 2.5 2.4 2.0. 5,9
北 東 北 3.3 9.7 8.8 2.3 2.6 2.6 2.6 3.0 1.7 4.2
南 東 北 6.5 ll.4 ll.2 6.2 5.7 6.0 7.1 7.6 5.5 7.0
関東 内陸 8.0 9.8 ll.3 10.0 6.3 7.6 10.2 ll.2 ll.7 7.8
関東 臨海 25.9 3.6 7.9 26,8 33.5 30.5 20.4 19.8 22.8 21.9
東 海 ll.6 7.8 10.4 16.1 10.5 12.4 17.4 18.0 20,6 10.0
北 陸 2.5 3.3 2,5 2.6 ■ 2.3 2.4 4.0 3.6 2.6 3.0
近 畿 内陸 4.3 3.3 2.4 4.4 3.6 3.9 4.5 4.4 4.8 4.1
近畿 臨海 12.2 4.0 4.5 12.1~ 13.3 12.7 14.8 2ー.4 12.1 12.3
山 陰 1.1 2.7 1.9 0.9 0.9 0.9 1.1 1.1 0.7 一,7
山 陽 5.1 5.7 4.ー 5.5 4.5 4.8 4.7 5.5 6.2 5.2
四 国 3.3 5.0 6.6 2.6 2.7 2.7 3.4 3.0 2.6 4.1
北 九 川 6.8 4.7 8.2 4.9 6.2 5.9 4.6 5.0 4.5 7.1
南 九 州 .沖縄 4.9 7.0 ll.0 2.6 3.7 3.5 2.8 2.9 2.0 5.6
(注)1人ロ ;平成7年度 国勢調査､ 2面積 :1990年国土地理院調､ 3総生産 ;｢平成8年度 県民経済計算年軌




















































































































社 会 基 盤
研究開発要素系 一 丁 -⊂ 芸芸器芸;窪……
研究開発鮒係-1 ≡芸芸芸芸芸体制
研究開発評価系i ≡芸…:≡
(汰 ) 1 カス ケ ー ド . CasCado= 枝 分 か れす る 小 さな itの意 味 ｡
産業経済寄与
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第3表 技術 力指標 の体 系(研究開発活動や技術力把握に関する各要素の規格化)
技術力把握の項 目(指数化) 要 素 内 容 出 典
社 会 基 盤 住 宅 環 境 1世帯住宅当延べ面積 総揖庁統計局｢E]本の住宅｣平成5年住宅統計調査の解脱 (第19表 住宅の延べ面積)
公 園 環 境 人口1人当たり都市公園面積 建設省都市局公園緑地課資料 平成5年
医 療 環 境 人口l人当たり病床数､市町村数当たり病院数地方公営企業経営研究会｢地方公営企業年鑑(病院)｣平成6年現在
(住 環 境 .文 化 環 境 ) 福 祉 環境 人口1人当たり福祉施設数 社会福祉施設調査 平成5年度
情 報 環 境 テレビ受信契約中の衛星放送普及率 日本放送協会｢放送受信契約数統計要覧｣平成8年度 (都道府県別契約数)
文 化 環 境 人口当たりカルチャーセンター 等の数 通商産業省r特定サービス産業実態調査報告書-カルチャー センタ- フィットネスクラブ薬箱｣平成5年
娯 楽 環 境 人口当たりホテル客室数 厚生省衛生業務報告 平成6年度
社 会 基 盤(経 済 環 境 ) 県内総生産状況 人口当たり県内総生産 経済企画庁経済研究所｢県民経済計算年報l平統10年版
地方財政状況 県民総支出に対する地方財政歳出奴の割合 地方財務tA会r地方財政統計年報 平成9年版｣平成7年度
労働 力事情 労働力人口の総人口中の割合 総務庁統計局r平成7年 国勢調査報告｣(第3巻 人口の労働力状態､就業者の産業)
労働 .雇用環境 人口当たりの事業所数 総務庁r事業所,企業統計調査報告｣平成8年
製造業の業績 人口当たL)製品出荷禎 通商産業省｢工業統計表 市町村絹｣-平成8年(都道南県別.産業申分那 IJ統計表)
科 学 技 術 基 盤(社 会 環 境 ) 図書館の状況 市町村数に対する公共図書館数 日本図書館協会｢図書館年鑑｣1997年版 (3.公立図書館都道府県別集計1996)
′′博物館の状況 人口当たり蔵書数 同 上市町村数当たり博物館数 日本博物館協会｢博物館研究｣(都道府県別.博物館法別.設置者別棟物館国数 平成8年度末現在)
書籍等の利用 人口当たり書籍等販売書真 通商産業省｢商業枕f+表｣平成6年 く区市部別､商品別の商店数､年間販売緬-書籍.経た小売､新郎J､売)
パソコン普及率 パソコン普及率 原数値(ブロック別再集計) 総持庁｢全国消責実態調査報告書｣(平成6年度)1000世帯抜き取り調査結果について､世帯数を乗じてプE)ツウ別(=再集計
科 学 技 術 基 盤(教 育 環 境 ) 学 生 数 人口当たり大学生.大学院生.高専学生数 文部省｢学校基本調査-平成7年度｣
大学の整備状況 都道府県.市.区数当たり大学数 文部省｢学校基本調査-平成7年度｣
大学進学 の状況 大学進学率 文部省｢学校基本調査-平成9年度｣(高等学校卒業後の状況調査)
科 学 技 術 基 盤(研究開発支援体制) 情報サービス業の様子 事業所数当たり情報サ-ビス業の数 通商産業省｢特定サービス産業実態調査報告書-情報サービス業編｣平成9年
研究開発支援産業の状況〟 事業所当たり検査.分析事業所数 通商産業省r特定サービス産業実態調査報告書-研究開発支援検査分析美堀｣平成7年様相設計事業所数 機械設計薬箱｣平成8年
′′弁理士の状況 事業所数当たりサイエンスパーク等立地散 科学技術庁科学技術政策研究所｢地域における科学技術振興に関する調査J平成7年人口当たり弁理士数 弁理士会賃料(平成10年10月末現在)
研究開発資源 科学研究者の数 人口当たり科学研究音数 総務庁統計局r平成7年 国勢調査 抽出速報集計結果j(第11表 専門的.技術的職業従事者のうち科学研究者)人口当たり技術者数 総務庁統計局r平成7年 国勢調査 抽出速報集計結果｣(第11表 専門的.技術的林業従事者のうち技術者)
(ヒト) 人口当たり公設研究犠隣研究者数 総抹庁統計即 科学技術研究調査報告(平成8年)i
人口当たり大学等教員数 文部省｢学校基本調査報告書-1996年度｣
研究開発資源 機械等装備状況 事業所当たり汎用コンピュータ-導入致 通商産業省｢電子計算機納入調査｣平成5､6.7.8.9年
(モノ) 事業所当たり先端的設備整備数 通商産業省｢特定機械設備統計調査報告書(第a回)｣平成6年1月末現在
研究開発機関 研究開発機関状況 事業所数当たり公設試験研究機関数 国立 :科学技術庁r科学技術要覧(1995年)､ 公設 :総務庁統計局｢科学技術研究調査報告(平成8年)｣
事業所数当たり民間研究機関数 ラティス社｢全回試験研究機関名鑑(-97--98)｣
研究開発活動 国立大学共同研究 1大学当たり共同研究数 文部省 平成5年.-科学技術庁科学技術政策研究所r地域科学技術指操策定に関する調査｣平成9年公募型研究採択数 科学研究者1000人当たり 戦略的基礎研究推進事業､独創的個人研究育成制度､独創的産業技術開発促進制度の採択
創造活動促進法適用件数 事業所 1万当たり 適用事業所数 中小企業庁指導部｢中小企業創造活動促進法認定企業数J平成10年4月末
新規産業創造型提案採択件数 科学研究者1000人当たり 通商産業省誇料(平成8年度-10年度採択分)
研究開発の成果 新技術等の開発状況 事業所数 1万当たり特許出願数 特許庁r特許庁年報 1995年｣′′所得の伸び 事業所数 1万当たり実用新案出願数 同 上人口当たり県民所得伸び率 経済企画庁経済研究所r県民経済計算年報｣平成10年版
出荷客員の伸び 従業者数当たり製造業出荷嶺伸び率 通商産業省｢工業統計表 市町村編｣-昭和61年.平成8年(都道府県別.産業中分類別統計表)
付加価値の伸び 従業者数当たり製造業租付加価値税伸び率 同 上

















‡国 立 道 立
商 工業技術院 北海道工業技術研究所(札幌市) 工業試鼓場(札幌市-江別市)
エ 〝 地質調査所北海道支所(札幌市) 地下資源調査所(札幌市-小稚市)
慕 〝 北海道石炭鉱山技術試壊センター (札幌市) 食品加工研究センター (江別市)
農 農林水産省 北海道農業試鼓壌(札幌市) 中央農業試鹸場(長沼町-岩見沢市)
I/ 家畜衛生試挨甥北海道支所(札幌市) 上川農業試族壌(比布町)
〝 森林総合研究所北海道支所(札幌市) 道南農業試鹸場(大野町)
〝 材木育種センター 北海道育種場(江別市) 十勝農業試壊甥(芽室町)
〝 種苗管理センター 北海道中央農場(北広島市) 根釧農業試挨壌(中標津町)
〝 種苗管理センター 胆振農場(早来町) 北見農業試族場(訓子府町)
〝 種苗管理センター 後志原種生産分場(真狩村) 天北農業試境場(浜頓別町)新得畜産 新得町)
〝 種苗管理センター 十勝農壌(帯広市)
家畜改良 新冠牧場(静内町)
柿水産慕 〝 家書改良センター 十勝牧場(音更町)水産庁 北海道区水産研究所(釧路市) 滝)I｢畜産試族場(滝川市)植物遺伝資源センター (滝川市)花.野菜技術センター (滝川市)中央水 蟻 余市町函館 壌 函館 -圭肝市)釧路 農 釧路網走 網走 一枚別稚内 鹸 稚内栽培漁業総合 鹿部町水産群化壌(恵庭市-森町.増毛町.えりも町.稚内市.真狩村.熊石町)林業試卓 美唄 一面虎市新得町中川町)鹸蟻 旭川 )
〝 さけ.ます資源管理センター (札幌市)
重要 北海道開発局開発土木研究所(札幌市) 寒地住宅都市研究所(札幌市) I
〝 建設機械工作所(札幌市) 衛生研究所(札幌市)
厚生省 国立医薬品食品衛生研究所 環境科学研究センター (札幌市-江差町.釧路市)
北海道薬用植物栽培試族壌(名寄市) 原子力環境センター (共和町)
(2)主な市町村立･第3セクター 機関
市 町 村 立 第3セクター等
商 旭川市工業技術センター (旭川市) (財)室珊テクノセンター (室珊市)
旭川市工芸指導所(旭川市) (財)道央テクノポリス開発権構(苫小牧市)
北見 北見 恵庭リサーチ.ビジネスパーク(株)(恵庭市)
エ 帯広市産業技術センタ-(帯広市) (樵)旭川市産業高度化センター (旭川市)
系 釧路市水産加工振興センター (釧路市) 工業技術センター (函銀市)オホーツク圏地域食品加工技術センター (北見市)十勝圏地域食品加工技術センター く帯広市)
農 吉良野市ぶどう果樹研究所(吉良野市) (財)動物繁殖研究所白老研究所(白老町)
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2 平成4年､5年 入牢および平 成 9年 .10年卒美に焦る学食l生の封】向.
それぞれ2カ年の単純含1什換価で,批I一状況は卒 暮年の3月31日現在のもの.
3 批 Ta地は就M時 の企美等の所在地でA lf.
4 ここでの理工JL宇系とは.理学部.薬学部.工学部 ,農学1師.■目蓋宇部 .水 産学部
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Ⅱ 処理増 作･輸送⇒①分姓･混合関係 ②金属加工関係 ③工作碓械･工具関係 ④墾性加工･印刷･事務杜若関係
⑤運輸関係 ⑥容器･包装関係 ⑦物涜機械関係
Ⅲ化学.冶金･維維⇒①無機化学関係 ②有機化学･薬品関係 ③高分子化学関係 ④冶金関係 ⑤1荘維関係
Ⅳ 建設⇒建設関係
V 機械工学→①披掘.ポンプ関係 ②要素･伝動･管路系関係 ③熱機器.武器関係
Ⅵ 物理⇒①計朴 原子核工学関係 ②光学.表示･音響関係 ③制御･計算･自動販売登録･信号関係 ⑥情報記憶関係
Ⅶ 電気⇒①電気部品･照明関係 ②電気葉子･半導体､印刷回路関係 ③電子通信関係 ⑥電力関係
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平 月文4年 Z7Z･成 5年 平 成 8年 平 成 7年 平 成8年
食 半斗品 魁 i皇兼
10 ｢百万 円
平 成 4年 平 成 5年 平 成 8年 平 成 7年 平 耽 8年
木 材 木 製 品 垂半途 菜
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1432l10
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平 月文4年 平 成 5年 平 成 6年 平成 7年 平 成 8年
(;-主 ) 1 i琵i商 産 業 省 ｢工 業 紙 言十重 ｣
2 しヽ ず れ も従 事 者 30人 以 ｣二の 事 業 所 lニお (ナる ､








































.,..i f柳 平成7年棚/ ● 2 平成7年度 決鼻鏡 地方財政統計年報
0 10,000 20,000 30,000
第18図 財政状況
]ヒ海 道 の 歳 入 状 況
道 外
40,000 50.000
運 営 費 (百 万 円 )
0% 20% 40% 60% 80% 100%
田地 方 税
団地 方 言裏与 税
E3地 方 交 イ寸税

















































































































































































んですが､ ｢人 はばたく ゆとり都 山形｣の実現ということを書いておるんですが､
これが先ほど平成7年2月に新総合発展計画を策定したと申し上げましたが､そのキャッ





































































































































○ ライフサポー トテクノロジー (生命 ･生活支援工学)というコンセプ トのも
とに戦略的研究開発を展開






































平成 5年4月 生物ラジカル研究所設置 (研究期間7年間)
②生体光情報研究プロジェクト
昭和61年～平成3年度 創造科学技術推進事業｢稲場生物フォトンプロジェクト｣
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｢山形県科学技術政策大綱｣の策定について
平成10年11月24日











〔施賃展開の視点〕 8 墓軍書慧詣 駅 豊訳 書雪質撃琵宗鑑糞の推進
○ 研究交流､研究活動の情報化の推進
○ 適正な評価とフォローアップの実施

















8 蒐暴露 謂 尾髄 嘉誓己錆 碁雪崩 遠景 電 議 論 ､閉 講 乳 管 諜 欝 艶 )
○ 独創的な研究開発分野 (業際･学際分野､ライフサボ-けク川ジー､ 基礎的･独創的分野)
〔推進にあたっ●て一重点的な取り組み-】
音 詩
8 賢読 錯 要義晶昆 百三蓑絹 業の推進
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2.事 業 費 :約17.5億円個 費ベース)











①事 業 総 括 :(財)山形県テクノポリス財団
































セ ン シ ン
～新 たなバ イ オ産 業 の萌芽 を促す ライ フサポー トテ クノ ロジー ～
事業総括 :鎌田 仁H財)山形県テクノポリス財団理事長)
中核機関 :(財)山形県テクノポリス財団
研究統括 :原田 宏 (山形県農業研究研修センター総長)
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研 究 代 表 広島大学工学諸費汚 rl単 勝臣
研 究 内 容 濁t,1議性と赦コ-キング轄f琵帯の析出の抑制汚 有する触媒の開発.構造好j鄭だれた好索材料の開発で
そ の 他 研究均金:琴1億円以内.研究時間二平成10年仲平感を5年

































































































































































科学技術政策研究所 客員総括研究官 (東海大学教授) 権田金治
講 演 者 田各歴 (敬 称 田各)
科学技術庁 科学技術政策研究所 客員総括研究官 権田 金治
(東海大学国際政策科学研究センター センター長)













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































項 目 Aの考え 賛 同 の 程 度･-(Aの考えに近い)(Bの考えに近い)- Bの考え
1本来､科学技術とは 科学技術とは､基本的には国全体に 1 2 3 4 5 地域の特性に応じた科学技術の振興わたるものであり､地域における科学 が重要であり､地域における科学技術
技術の振興にはあまり意味がないo 振興の意義は大きいo
2科学技術振興に当たつての地方公共団体の役割について 科学技術の振興は国が中心となって取り組むべきで､地方自治体が果たせる役割は限られている 1 2 3 4 5 科学技術の振興に当たり､地方自治体の役割は重要であるo
3地域における科学技術振興の目的について 地域における科学技術振興の目的 1 2 _3 4 5 地域おける科学技術振興の目的は､ま､地域経済の活性化や住民の質の 基礎研究等を通じた新たな｢知｣の解向上であるo 明であるo
4地方自治体の規模について 自前で科学技術を振興できるのは､ある程度規模の大きな地方自治体だけであるo 1 2 3 4 5 規模の小さな自治体でも､それに応じた科学技術の振興が可能であるo
5地域における科学技術振興の成果の範囲について地域において振興する科学技術は､ 1 2 3 4 5 地域において振興する科学技術は､なるべく､地域振興に寄与するものに 広く､全国又は世界に貢献すべき成果限定すべきであるo を目指すべきであるo
6今後の科学技術関係経費の見通しについて 今後､財政事情が厳しくなつても､科 1 2 3 4 5 財政事情が厳しくなるなかで､科学技学技術関係の事業は着実に増加して 術関係の事業は今後､縮小して行かいくだろうo ざるを得ないだろうo
7推進体制について 科学技術施策の総合的推進のためには､専任部署の設置が重要である○ 1 2 3 4 5 専任部署の設置は屋上屋を架すようなもので､協議会等で調整しつつ､従来の 局ごとの対応を基本とすべきで
8公設試の役割について 公設試の最大の役割は研究開発であるo 1 2 3 4. 5 公設試の最大の役割は､依頼試験など地域 ニーズへの対応であるo
9産学官連携について 基本的には､従来通り､産､学､官それぞれの取組みが重要であるo 1 2 3 4 5 従来の産､学､官それぞれの取組みだけでは限界があり､産学官連携が決定的に重要で るo
10科学技術振興に当たって 主として､施設整備等の補助.助成策 1 2 3 4 5 主として､科学技術振興策策定のノウ
国に期待する支援は を期待する○ ハウ等のソフト面の支援を期待するo
項 目 Aの考え 1ー 平均 ー5 Bの考え ｢1｣と回答した出席者の数 ｢2｣と回答した出席者の数 ｢3｣と回答した出席者の数 ｢4｣と回答した出席者の数 ｢5｣と回答した出席者の数
本来､科学技術とは 科学技術とは､基本的には国全体にわたるものであり､地域における科学 4.0地域の特性に応じた科学技術の振興が重要であり､地域 おける科学技術振興の意義は 0 3 ll 15 15技術の振興にはあまり意味がない. 大きいo
科学技術振興に当たつ科学技術の振興は国が中心となって 3.7科学技術の振興に当たり､地方自治体の役割 2 3 12 17 9ての地方公共団休の役割について 取り組むべきで､地方自治体が果たせる役割は限られている は重要であるo
地域における科学技術 地域における科学技術振興の目的 1.7地域おける科学技術振興の目的は､基礎研 21 15 6 0 0振興の目的について は､地域経済の活性化や住民の質の向上である○ 究等を通じた新たな｢知｣の解明である｡
地方自治体の規模に 自前で科学技術を振興できるのは､ 3.4規模の小さな自治体でも､それに応じた科学 2 8 8 16 7ついて ある程度規模の大きな地方自治体だけであるo 技術 振興が可能である○
地域における科学技術 地域において振興する科学技術は､ 2.9地域において振興する科学技術は､広く､全 4 7 19 9 1
振興の成果の範囲に なるべく､地域振興に寄与するものに 国又は世界に貢献すべき成果を目指すべきで
ついて 限定すべきであるo あるo
今後の科学技術関係 今後､財政事情が厳しくなつても､科 2.9財政事情が厳しくなるなかで､科学技術関係 1 ll 21 8 0経費の見通しについて 学技術関係の事業は着実に増加して .の事業は今後､縮小して行かざるを得ないだいくだろう○ ろう.
推進体制について 科学技術施策の総合的推進のため 1.9専任部署の設置は屋上屋を架すようなもの 13 21 5 2 0には､専任部署の設置が重要であるo で､協議会等で調整しつつ､従来の部局ごとの対応を基本とすべきであるo
公設試の役割につい 公設試の最大の役割は研究開発で 3.4公設試の最大の役割は､依頼試験など地域 1 5 18 13 5
て ある○ のニーズへの対応である○
産学官連携について 基本的には､従来通り､産､学､官そ 4.2従来の産､学､官それぞれの取組みだけでは 0 1 4 22 15れぞれの取組みが重要であるo 限界があり､産学官連携が決定的に重要 あるo
科学技術振興に当たつ主として､施設整備等の補助.助成策 2.7主として､科学技術振興策策定のノウハウ等 9 10 10 10 3
て国に期待する支援は を期待するo のソフト面の支援を期待する○
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の外部有職者を招いて指導を受けた｡
実施方法は､本年度は個別に行ったが､今後は一同に会して行うことも検討している｡
･ 平成11年度に本県における研究開発推進のあり方について総合的な検討を行う予定｡
･ 工業技術センター の自主評価に加え､工業技術センタ-運営協議会(産学官で構成)を活用
した外部評価について検討を進めたいと考えている｡
なお､基準については､通産省技術評価指針や科学技術庁の実施要領モデルを参考とす
る｡
･ 11年度から実施する予定である｡概要は以下のとおり｡
暮課題評価
種類:事前､中間､事後､追跡
対象:事前は､追跡は､研究機関と評価委員会が協議して決定
･機関評価
13試験研究機関
(産業技術委員会所属11機関+衛生研究所､環境研究センター )
年2-3機関を予定
･評価実施機関
研究評価委員会(保健環境､工業､農林､海洋)
各委員会は､5名の外部委員で構成する予定
･評価結果の公表
県民にわかり易い形での公表を予定
･評価結果と予算配分
直接的には関係しない｡
･ 現在､本県には工業技術センター の他､4つの試験研究機関(保健環境､林業､農業､漁業)
があるが､評価制度は不備である｡今後､外部評価制度の導入に向けて､検討することとして
いるが､具体的年度までは設定していない｡
次の2事業で評価を実施しています｡
･ ｢提案公募型産学官共同研究開発プロジェクト事業｣
審査委員会で1次審査に残った研究テーマについて事業化企業の経営評価を県の方に依頼
しています｡評価結果は2次審査の資料として審査委員へ送付しますが､公表はしていません｡
｢企業家創出支援事業｣
審査委員会で1次審査に残った案件について外部機関へ技術面･市場面の評価を委託して
- 298-
います｡評価結果は2次審査の資料として審査委員へ送付しますが､公表はしていません｡当
初予算として確保しています｡
上記2事業とも本年度も同様に実施する予定です｡
平成11年度以降において､｢県科学技術振興会議｣を中心にして導入のあり方について国や
他県の実施例を参考として検討していく｡
市立大学では学内に｢自己評価委員会｣を設置し､教育研究活動等の状況について自己点
検･評価を行っており､その結果を公表している｡
なお､この評価は平成10年度時点では(財)大学基準協会による人材育成という側面も合わ
せ持っているため､研究開発の評価によって予算配分を行うというという仕組みにはなじまない
と考えられる｡
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